



のである｡ その過程で大きな影響を受けたのが, 廣江彰教授 (以下, ｢廣江｣ とする) の思想
と実践であった１)｡ とりわけ廣江が担当した立教大学経済学部における専門ゼミナール科目
(以下, ｢廣江ゼミナール｣ とする) の教育は ｢東京的産業の研究｣ と題した産学連携, 地域連
携の要素を色濃く取り入れた形態を採り, その成果に対する学生間, 地域社会, 大学教育界に
よる評価は高い｡ それは, 総じて ｢就職力が強い｣ すなわち ｢エンプロイアビリティ２) が高い｣
という評価に収斂される３)｡ しかし, 廣江ゼミナールにおける教育がもたらしたものを ｢学習
成果｣ という視点から改めて考えると, それは, いわゆる市民社会の担い手としての人間性す
なわち ｢シティズンシップ｣ の涵養であり, そのための態度や技法であったと筆者は考える｡
近年の大学教育では, 教育の ｢質保証｣ に代表されるように, 学習成果を体系目標的に設定
し, これを実現するためのカリキュラム, 教授法, 学修方法を開発・導入するという ｢目的―







１) 筆者は, 勤務する立教大学において,     年度～    年度にわたり所属した立教大学リサーチ・イ
ニシアティブセンターで, 当時センター長を務めた廣江彰教授のもとで研究推進, 産学・社会連携業
務を担当した｡
２) エンプロイアビリティとは, いわゆる ｢職業に就くための能力｣ であり, 厚生労働省 (    ) によ
ると, ｢コミュニケーション能力｣ ｢基礎学力｣ ｢責任感｣ ｢積極性・外向性｣ ｢資格取得｣ ｢行動力・実
行力｣ ｢ビジネスマナー｣ などが具体的な能力項目として挙げられている｡
３) 朝日新聞    年７月４日付夕刊 (｢就職力：立教大廣江ゼミ 頭と足で企業と交渉｣)｡ 記事は, 廣
江ゼミナールの活動を紹介した上で, ｢過去３年間のゼミ生の就職先は   , 三菱商事, 東急電鉄,
北海道文化放送, 扶桑社, 大日本印刷, 西武百貨店など｣ として就職先の実績を評価する｡
主体的に課題発見できる能力形成の必要性に言及し, そのために実効性のあるカリキュラム構
築や個別の教育実践の工夫と改善を大学界に要請している｡
さらに最近では, そもそも ｢学習成果｣ とは何かという論点が浮上している｡ これについて,
例えばアメリカでは,   種類の学習成果群に整理した ｢     ルーブリック｣４) がある｡ こ
の学習成果群の一つには, シティズンシップと関わりが深い ｢市民的関与 (             )｣
が挙げられている｡ そもそも社会との関わりの中で自分にとって何が 『善く生きる』 ことなの















状況, 大学教育システム, 各大学の理念もふまえた形で消化し, 学習成果としての ｢シティズ
ンシップ｣ をいかに言語化し, 実践すべきかを見据えたとき, わが国大学教育とシティズンシ
ップの問題を論じることの意義を見出せる６)｡
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４)       (                                              ：学士課程教育におけ
る妥当な学習評価) プロジェクトとして,       (                                    ：アメリカ大学・カレッジ協会) 加盟の大学により共同開発された｡      ルーブリック
を含む学習成果研究の最近動向については, 松下 (    ) を参照｡
５)      (    ) は, 大学が ｢市民的関与｣ とどう向き合うべきかについて, ｢市民的関与をするの
ではなく, 市民として社会に関わる大学になる｣ と, 大学機構そのものの変容 (             )
のあり方を論点として提示し, 個別プログラム論に焦点化しがちであった教育研究のあり方に問題を
提起した (                      ‒   )｡ また,          (    ) は, これについて, ｢人格
形成｣ ｢デモクラシー｣ ｢学校制度・機構改革｣ に分けて理論的根拠を整理している｡
６) 例えば寺  (    ) のように, 教養教育改革の観点からシティズンシップ涵養の必要性を論じる論
考もみられる｡ わが国の大学教育では低年次から専門教育課程を並行的にスタートさせている大学も
実態として多く, カリキュラムへの体系的位置付けのあり方についてはさらなる検討が必要である｡
わが国大学におけるシティズンシップ教育のあり方については, 藤枝 (    ) においてその
必要性, 意義, 導入を進めていく上での教育課程における位置づけ方, 大学の機構改革等につ
いて論点整理を行った｡ 本稿において, 廣江ゼミナールをシティズンシップ教育の実践として







③廣江ゼミナールにおける ｢シティズンシップ｣ には, 経済学専門教育としての視点が内在
されているのではないか｡
④廣江ゼミナールの学生は, どのような過程を経て ｢シティズンシップ｣ の獲得を自覚する
に至るのか｡
これらの視点にもとづいて, 本稿を次のように構成する｡ まず, 廣江が    年度に立教大学
に着任してから担当した科目等の内容を史料にもとづいて整理する｡     年代は, 基礎的なア
カデミック・スキルに加え, 地域活性化をテーマとした協働する態度の定着や, ｢実行｣ まで
完遂する責任感覚の向上といった点が    年代後半にかけてクローズアップされる｡ これらが,
廣江ゼミナールに反映されていく過程を明らかにする (主に ｢２.｣)｡
次に, 廣江ゼミナールの学習成果 ｢社会と向き合う力｣ とシティズンシップ概念との符合性
を確認する (主に ｢３.｣)｡ ここでは, アメリカの政治哲学, 政治教育, 市民教育分野の研究
者リチャード・バティストーニ (               ) による理論的整理をもとに, ハリー
・ボイト (           ) が提唱する ｢パブリック・ワーク｣ 概念との符合性を具体的に考
察する｡ さらに当項では, ｢パブリック・ワーク｣ の派生的概念である ｢市民としてのプロフ
ェッショナリズム (                )｣ を取り上げ, 専門教育としての廣江ゼミナール
の思想・実践とシティズンシップの関係性を明らかにする｡ 廣江ゼミナールが経済学に立脚し
ながら, 社会への働きかけや職業を巡る学生自身の価値観, 責任感覚, 目的意識まで踏み込ん
だシティズンシップを自己形成させようとするねらいを持つ教育であったことを確認したい｡
最後に, 廣江ゼミナールに参加する学生が, シティズンシップとしての ｢社会に向き合う力｣
の獲得をどのような過程を経て自覚するのかについて, 岩崎正弥が提唱する ｢場の教育論｣ の
概念枠組み等を用いて考察する (主に ｢４.｣)｡ こうした自覚すなわち ｢気づき (         )｣
を巡る問題は, これまでシティズンシップ教育論においても考察の対象とされなかった｡ この
立教大学経済学部廣江ゼミナールにみるシティズンシップの育成   
７) もちろん, 教育思想や実践は, 時代とともに変化する学生の基礎学力等にも影響を受けるものであ
るが, 本稿ではその関係性については分析の対象としない｡














｢調査｣ 中心であったのに対して, 学生が身近な地域社会に入り込み, 学生自身の企画と調整
を経た ｢実行｣ により大きな比重を置くようになった点である｡ そして, これが    年度以降








な担当科目は, 経済学部専門科目である ｢中小企業論｣ ｢基礎演習｣ ｢専門演習 (ゼミナール)｣
であった８)｡ 廣江は中小企業論を自身の研究領域とし, 企業調査などを通じて現実社会の身近
なフィールドを研究対象とする９)｡ そのため着任当初から, 自身の担当科目において学生に対
して実践的課題を与えるスタイルが採用されていた｡ 例えば,     年度開講科目の ｢中小企業
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８) 立教大学 ｢    年度履修要項：経済学部専門教育課程｣      ｡
９) 日本中小企業学会における受賞をはじめ, その業績のほとんどは中小企業経営を論題に扱ったもの
である｡ 主要業績については,                                           を参照｡




また, １年次対象科目の ｢基礎演習｣ においてもフィールドワークの仕組みを体系的に取り




タイルであった｡ 学生自らに必要な調査対象を選定させ, 企業における経営企画, 事業企画に
あるプロポーザル文書の作成までを主体的に取り組ませた｡ 加えて, インタビュー先へのアポ








ルにおいて明示的に設定される学習成果 ｢社会と向き合う力｣ に引き継がれることになる｡ 廣
江は, そこに至る段階的対応として    年代後半にまず ｢産学連携｣ という位相を学部教育課
程に取り入れた｡ 次項では, 具体的に廣江が着手した４つの産学連携関連科目等を取り上げ,
それが廣江ゼミナールの ｢社会と向き合う力｣ に関連付けられていく経緯を整理する｡
(2) 産学連携教育の導入～専門教育課程における社会との接点づくり    年代半ば, 廣江が導入した ｢産学連携｣ 教育の特徴は, ｢企業｣ を教育主体として授業
に登場させ, 学生の専門知識定着を経験・実践・応用等の点から支援する役割を公式に担わせ




  ) 廣江彰, インタビュー (立教大学),     年７月３日｡  ) 教授会という教員組織に属さない主体が学部教育を担うことの是非については, 当時立教大学経済







図１から明らかであるように, この科目では ｢ビジネスプラン｣ を作成することに目標が置
かれ, そのプランの質が成績評価の対象となっている  )｡ しかし, 企画講座における教育目的
は, ｢この講座の目的は, 学生の一人ひとり各人が自律的に物事を考え, 関係者に説明し, 目
標を達成していくプロセスと技法を体験・理解する｣ とされている  )｡ そして, 事業経営とい
う総合的な視点から課題を体系化し, 実行するために, 大学において自分が学ぶべきことを再




この企画講座の取組を取り上げた新聞記事は, ｢起業家教育, 実践型に｣ との見出しを付け
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  ) ｢産学連携｣ という用語は, アメリカの国家的産業革新戦略として    年に施行された ｢バイ・ド
ール法｣ によって, 大学から企業への技術移転が急速に進展したことを受け, わが国でも産業界と大
学等がいかに連携するかという議論の中で用いられるようになった｡ 廣江自身は, ｢産学連携｣ とい
う表現を用いることは少ないが, 廣江による教育研究実践は中小企業等との ｢草の根｣ レベルの連携
を重視したものであり, 従来概念と異なる ｢産学連携｣ のあり方を示そうと意図したものであると考
えられることから, 本稿では ｢産学連携教育｣ という呼称を用いることとした｡ これについては, 廣
江 (    ) を参照されたい｡  ) 企画講座に加え, 廣江が実践したのは ｢生活と消費から地域商店街を考える｣ (学部選択科目,     
年度～, 新宿区寄附講座), ｢サマーインターンシップ｣ (学部正課外プログラム,     年度～) であ
った｡ 企画講座は, これらのエッセンスがパーツとして組み込まれるようあらかじめ設計されていた
という｡ また, こうした産学連携教育の蓄積が,     年度開設の大学院ビジネスデザイン研究科の設
計にも反映されたという (廣江彰, インタビュー (立教大学),     年７月３日)｡  ) 詳細については, 立教大学経済学部企画講座 (           ) を参照｡  ) 廣江提供資料による｡  ) 廣江彰, インタビュー (立教大学),     年７月３日｡  ) 日本経済新聞    年４月  日付朝刊｡
点を挙げることができる｡ すなわち, ①ビジネス上の課題を自身で発見・体系化する能力, ②
課題改善・解決に向けた ｢実行｣ の意識および態度, ③専門教育課程への学問的関心, である｡
これらは廣江ゼミナールにおける教育方針に反映され,     年頃に明示される ｢社会と向き合
う力｣ の構成要素として位置づけられていくことになる｡
(3) 廣江ゼミナール～ ｢社会と向き合う｣ 創造的人材の育成
( ) 地域社会との関わりを創る ｢企画｣
立教大学経済学部における専門ゼミナール制は, 専門教育課程の中核的な役割を果たしてい
る｡ ２年次から４年次学生が履修でき,     年度では計  講座が開設されている  )｡ 最長３年
立教大学経済学部廣江ゼミナールにみるシティズンシップの育成   
(資料) 廣江提供による｡
図１ 経済学部 ｢企画講座｣ の全体構成
  )                                        単年度開講  講座を含む｡
間の所属が制度化されており, また学生による自治組織 ｢立教大学経済学部ゼミナール連合
(ゼミ連)｣ が    年以来の活動を維持するなど, 学生・関係者間では ｢ゼミの (立教) 経済｣
との評価を確立するに至っている  )｡
廣江ゼミナールは,     年度の廣江着任と同時に開講し, その当初から ｢東京的産業の研究｣
をゼミナールの主題として現在まで至っている  )｡ 廣江が着任した当時は企業等を対象とした
学外での調査活動が中心であったが, 現在の活動は, ①基本課題 (スピーチ演習 ｢３分間スピ
ーチ｣, 輪読, ブログ, 書評作成), ②学年別課題, および③ゼミ全体課題により構成されてい
る (廣江    ,   ５)｡ 特に, ｢学年別課題｣ と ｢ゼミ全体課題｣ は, ビジネスを通じ地域活
性化の視点から学生が主体的に地域社会との関わりを創造し, プロジェクト (以下, ｢企画｣)
の立案・実施を通じて具体的なアウトプットを完成させることが求められる｡ この ｢企画｣ の
完成度やそこに至るプロセスの独創性などが, 廣江ゼミナールの特性と社会的に認知されてい
る点である｡
表１では, 廣江ゼミナールの年度別 ｢企画｣ 一覧を整理した｡ 廣江ゼミナールがこのように
プロジェクト形式の ｢企画｣ を採用するようになったのは    年度以降であった｡ その背景に
立教経済学研究 第  巻 第３号     年  
  )                                                ‒      を参照した｡ なお, ゼミナー




表１ 廣江ゼミナールの年度別 ｢企画｣ 一覧














































































































有志企画 テーマ：第２回歌舞伎町             ′ の実施 歌舞伎町商店街振興
組合, 新宿区, 新宿
歌舞伎町警察署
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方 法：カフェと写真展 ｢西池       ｣ (カフェと写真









新２年次生課題 テーマ：立教大学の ｢オシャレ｣ をかたちに
方 法：①エコバッグ ｢ぶらっとポケット｣ の企画・販売
(企業, 地域社会を巻き込んだ環境保全活動)
②オリジナルシフォンケーキ ｢セントポール｣ の



































































(資料) 廣江 (    ) をもとに作成｡
は, 廣江による    年代以降の日本社会を取り巻く時代状況に関する認識に大きな変化があっ
た｡ すなわち, 産業界やこれからの労働市場で必要とされる人材が, ｢作る｣ 人材から ｢創る｣
人材へと変容しており, これに対応できる人材を大学がいかに育成するのかとの問いが突きつ
けられている, という問題意識である  )｡ これが, 大学キャンパスの中では解決しきれない諸
問題に触れさせるというアプローチ, すなわち ｢調査｣ 中心のアプローチから ｢実行｣ 中心の
アプローチへの移行を促した一つの要因と考えられる  )｡
廣江によると, 廣江ゼミナールの ｢企画｣ は, 目的とする地域活性化の視点の変遷によって,
少なくとも３期に区分できるという｡ 第１期は, ｢企画｣ が学外主体との連携を活動手法とし
て取り入れ始めた    ～    年度である｡ この期においては, 西池袋地域に散在する魅力を可
視化し, 関連する情報を流通させることが主なねらいとされた｡ 第２期は    ～    年度であ
る｡ この期では, 西池袋地域の課題発掘から ｢実行｣ に至るまでの活動を学生が連鎖的に実現
していくダイナミズムが現れた｡ それは, 西池袋地域の課題や展望を学生と住民が一緒に考え
るための場作り, 行政への提案づくりやイベントなど, 地域住民との恊働が本格化した結果で




ルの実践過程で言語化された学習成果が ｢社会と向き合う力｣ であった｡ 図３のとおり, 廣江
はこれを ｢構想力と実行力｣ とも言い換えている｡ ｢構想力と実行力｣ はまず, ｢正確に聴き,
理解できる｣ ｢正確に論理的に伝えることができる｣ ｢正確に論理的に記述することができる｣
という３種類の論理的能力 (以下, ｢論理総合力｣ とする) を挙げる (廣江         )｡ この
論理総合力については, 廣江はこれまで具体的な育成方法について検討を重ね, ｢言語技術｣
というアプローチを重視するに至った｡     年度には文部科学省のプロジェクトを設置し,    年度からはイタリア・ドイツ・カナダの学校教育における母語教育法の研究に取り組んで
いる  )｡ そして, この論理総合力の上に, ｢好奇心｣ と ｢こころざし｣ (以下, ｢内面的態度｣
立教大学経済学部廣江ゼミナールにみるシティズンシップの育成   
  ) 廣江彰, インタビュー (立教大学),     年７月３日｡  ) いわゆる ｢クリエイティビティ｣ や ｢プロデュース能力｣ の育成という論点については, 当時の文
部科学省, 経済産業省においても議論が進んでいた｡ これに対して, 廣江は異なる認識であることを
明確にしている (廣江彰, インタビュー (立教大学),     年７月３日)｡  ) 廣江彰, インタビュー (立教大学),     年７月  日｡ 同様に, 廣江はこの ｢第３期｣ について,
学生が地域社会との関係を形成するダイナミズムが徐々に停滞化した時期でもあったという｡  ) 言語技術教育については, 廣江ゼミナールでの具体的な実践には至らなかったが, 廣江は ｢社会と
向き合う力｣ の構成要素の一つとして ｢結論をみた｣ と語るほど, 重要な教育手法として認識してい
る (廣江彰, インタビュー (立教大学),     年７月３日)｡




れは, ｢東京で生活と産業が共存する考え, 仕組み｣ ｢東京のポテンシャルを地方の発展に生か
す｣ ｢アジア, 世界の中での日本の役割 (平和と発展) を果たす主体づくりに寄与する｣ であ
る｡ ここから読み取れることは, 東京というフィールドの位置付けを巡る二面性である｡ つま
り, ｢主体づくり｣ という学習対象のフィールドという視点と同時に, ｢生活と産業が共存する｣
｢地方の発展｣ という貢献対象としてのフィールドという視点が併存する｡ 特に後者は, 大学
がもつ社会的役割を果たすこと, すなわち大学の公共性を発揮する装置としてゼミナールを捉
えたものである｡ そして, こうした大学と社会を結ぶ双方向性が存在してはじめて, 学生が
｢経験のための経験｣ に陥ることなく, 一利害関係者として地域社会の営為に参加することが





る｡ 廣江による教育は, 着任当時から, 講義, 演習, 産学連携教育のそれぞれにおいて, 専門
知識の獲得という枠を超えた目標が設定され, その前提で授業が展開されていた｡ こうした講
義・基礎演習・産学連携教育のそれぞれが持つ教育上のねらいが, 時間経過の中でブレンドさ
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(資料) 廣江 (    ,     )｡
図３ ｢社会と向き合う力｣ の構成要件
れ, 廣江ゼミナールの教育目標 ｢社会に向き合う力｣ へと収斂されていったと理解されるべき
であろう｡ その意味で, 廣江が特に    年代に担当してきたそれぞれの講義 (中小企業論など),
演習, 産学連携教育における学習成果とは何だったのか, 改めて整理することは重要である｡
これを端的に整理するなら, ①アカデミック・スキルに属するもの, ② ｢産業｣ を範囲とし
た課題発見能力に属するもの, の２つの流れに大別できる (図４)｡ 中小企業論や基礎演習と
いった従来型の専門科目において最も重視されたのは, 基本的な論理構築法, 取材アポイント
を取るための電話の掛け方, ノートの取り方, 企業訪問のマナーといった広義のアカデミック
・スキルであった｡ 一方, ｢企画講座｣ を中心に新たに試行した産学連携教育において重視さ







としている (廣江         )｡ したがって, 廣江の教育実践をより正しく理解するには, こ
うしたエンプロイアビリティが想定する能力とは異なる不可視の能力要件, すなわち ｢社会と








さきにみたように, 廣江のねらいは, 自ら ｢好奇心｣ や ｢こころざし｣ という公共的関心を
掘り起こし, 論理総合力を駆使して, 自らの役割を実行する能力の育成にある｡ ここから,











前章では, 学習成果としての ｢社会と向き合う力｣ を, エンプロイアビリティとしてではな





停滞への危機感にもとづいて, ｢市民的関与 (             )｣ という枠組みでシティズ
ンシップ教育について論じられることが多い  )｡ しかし市民的関与の捉え方自体も, 市民社会
をめぐる思想や理論的背景によって異なっており, したがってその教育内容, 方法, 学習成果
は多義的である (                 )｡ 政治学者であるリチャード・バティストーニ
(               ) は, 市民的関与という視点からみたシティズンシップ教育を大きく５
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  ) 廣江は, 経済産業省による ｢社会人基礎力｣ 概念との比較対照の中で, 自分が考える学習成果との
異質性を自覚するようになったという (廣江彰, インタビュー (立教大学),     年７月３日)｡  ) 例えば, オードリー・オスラー (           ) とヒュー・スターキー (            ) は,
シティズンシップが有する３つの次元として, 地位としてのシティズンシップ, 感覚としてのシティ







(社会関係資本), ⑤ ｢協同創造者｣ として個人を地位化し身の回りの日常的な課題を主体的に
解決する行動力 (パブリック・ワーク), の５類型に整理する｡
この５類型に明らかなように, ｢市民｣ 概念がそれぞれの研究の前提として置かれている政
治学, 行政学, 法学, 政策学, 教育学, 社会学, 哲学などは, シティズンシップとの距離感が
立教大学経済学部廣江ゼミナールにみるシティズンシップの育成   
表２ ｢市民的関与｣ の概念枠組み
概念枠組み 市民性に対する見方 市民教育に対する理解 市民としての関連技法 関係の深い学問領域
憲法上の市民権






















(         ) 公共的価値をもつ事柄の協同創造者 (          ) プロジェクトを通じて,公共的な任務について,他者と協働するための技

















  ) ジョン・ソルトマーシュ (             ) は, アメリカ民主主義の維持と発展に貢献できる
人材育成を大学においてどう実践するかという社会的課題に対して,   世紀初頭に至る過程で台頭し
てきたサービスラーニングは学術領域がもつ市民的側面を十分に取り入れず, シティズンシップに関
する具体的なアウトカムが設定されていない点で, これに応えきれていないと批判する (            )｡ 市民的関与という視点から, その多義性を踏まえ, シティズンシップに関する明確なアウト
カムを設定した教育アプローチを採用することの重要性を主張する｡
近く, 各学問領域に合わせたシティズンシップ教育を実践しやすいといえる｡ 一方, それ以外
のディシプリンでは, 実態としてシティズンシップ教育が行われているとしても, その実践者





学習成果としての ｢社会と向き合う力｣ は, バティストーニ５類型におけるパブリック・ワ
ークの基本的概念と一致する｡ パブリック・ワークが, 協働を前提に地域密着型のプロジェク
トを通じて ｢公共的価値の協同創造｣ の実践を目指すのに対して, ｢社会と向き合う力｣ も地
域社会との深い関わりにもとづく ｢企画｣ の実行を通じて地域社会において生活と産業が共存
する仕組みづくりを目指す｡ コミュニタリアニズム, 参加デモクラシーにも, この ｢社会と向
き合う力｣ に通じる考え方は部分的に認めることができるが, 以下ではパブリック・ワークに
焦点を当てて, 廣江ゼミナールとの符合性を考察する｡
｢パブリック・ワーク｣ は, アメリカの政治思想研究者ハリー・ボイト (           ) が
提唱した民主主義原理, 政治教育を巡る概念である｡ そこでは, ｢ごく普通の市民 (            )｣ が主体となって, ｢活動, 労働, 仕事 (    )｣ という行為の中での様々な交渉や意
思決定を通じて身近な公共的課題を解決する, そしてこの連鎖を蓄積することで, コミュニテ
ィ, 国家, 世界の価値共有が図られていくという考え方であり, この過程に主体的に参加する
ことが政治やデモクラシーであるとする｡ 社会的主体としての個人の位置付けについて, ｢投
票｣ ｢納税｣ ｢ボランティア｣ の対抗概念として ｢知識の協同生産者, パートナー｣ を唱え, リ
ベラリズムやコミュニタリアニズムの主張とは一線を画す｡ 個人間の多様な利害や意見の衝突
や違い (       ) をむしろ健全な側面と捉え, その調整や合意形成を経た上での集団的行動
を民主主義の中心に置く考え方である (         )  )｡
パブリック・ワーク概念を通じてボイトが想定した学習成果について, バティストーニは,
｢公共的課題の解決 (                 )｣ 能力と ｢ばらばらのもの, 一見すると脈絡の
ないものを結びつける (             )｣ 能力の２つを挙げる｡ これによれば, ｢公共的
課題の解決｣ とは, 対象を特定の利害関係者に限定しない公共的問題を発見 (      ) し,
これを解決する能力であるとする (                  )｡ 特にボイトは, サービスラーニ
ング等が奉仕の側面を重視するあまり, 活動自体が自己目的化する傾向にあると批判し, 自ら
問題を ｢発見｣ する重要性を説く (                  )｡ また, ｢ばらばらのもの, 一見
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  ) この思想にもとづく教育として, ボイトは ｢パブリック・アチーブメント (               )｣
を開発, 実践する｡ パブリック・アチーブメントについては拙著 (藤枝    ) を参照されたい｡
すると脈絡のないものを結びつける｣ とは, コミュニティ内外の多様な関係者が, それぞれの
アイデンティティや関心利益を持ち込んだ上で, それらを共有する問題として昇華させた上で,
その解決や改善に向けて集団として取り組むことができる力であるとする (                  )  )｡ この２つの能力が示すように, コミュニティの成員ではない学生が, 一見すると無
味乾燥な事象への働きかけを行い, 公共的な課題を発見し, その改善・解決のための実行を地
域社会とともに行うのがパブリック・ワークの方法論である｡ 廣江ゼミナールの方法論はこれ
に共通するものであり, ｢社会と向き合う力｣ とパブリック・ワークは, 学習成果として整合
すると仮定できる｡
( ) 自己関心 (            ) にもとづく内面的態度の重視
では, ｢社会と向き合う力｣ を構成する, 論理総合力と内面的態度 (好奇心, こころざし)
は, ｢パブリック・ワーク｣ と具体的にどのように符合するか｡
これを確認するために, ここではジュリー・ハッチャー (              ) らが提唱す
る, ｢市民マインドを形成した学生 (                 )｣ モデルを取り上げる｡ ハッ
チャーらは, パブリック・ワークの影響を受けつつ, 学生時代において ｢市民マインド｣ を形
成する必要性を説き, 必要な能力を３領域に整理した (表３)｡
ここで特に注目したいのは, ｢市民としての気質 (            )｣ である｡ パブリッ
ク・ワークとの関係でいえば, これは ｢公共的課題の解決｣ や ｢ばらばらのものを結びつける｣
技法を ｢知っている, 分かっている｣ だけでなく, これらをどのような場面で活用し, どのよ
うなプロセスで豊富化していくのか, その指針を内面化した状態をさすものといえよう｡ つま
り, ここにいう ｢気質｣ とは, いわばシティズンシップを構成する内面的態度といえる｡ ボイ
トはこの内面的態度を形成する源泉として ｢自己関心 (            )｣ を挙げる｡ この自己
関心とは, どのような人や権利を守ろうとするのか, 誰の声を代弁するのか, そのためにどの
ような行動を起こすのかという社会参加および広義の政治参加に対する価値観や行動指針であ
る (                ‒   )｡ そして, 廣江ゼミナールにおける ｢好奇心｣ や ｢こころざし｣
も, こうした公共的な関心にもとづく内面的態度である｡ これが伴ってはじめて論理総合力を
活用することができるのであり, 構想力・実行力へと昇華するのである｡ このようにみると,





  ) バティストーニは, 特にこの能力を市民的関与に必要な能力として重視する｡ その根拠は, 関与す











さきに取り上げた ｢パブリック・ワーク｣ は, 様々な領域の専門教育との接続を前提とした
概念枠組みでもあり, その実践において学問領域を限定しない｡ そこで以下では, 引き続きパ
ブリック・ワークを参照し, 廣江ゼミナールの特質を考察する｡ パブリック・ワークと専門教
育の関係に焦点を当てて派生的に概念化したものとして, ボイトやジョン・ソルトマーシュ
(             ) らによる ｢市民としてのプロフェッショナリズム (                )｣
(以下, ｢市民プロフェッショナリズム｣) がある｡ 市民プロフェッショナリズムとは, 専門教
育を通じて獲得した知識・技法について, その実践に必要な公共的意義や社会的責任といった
専門人材としての能力主義をいう｡ これは, ①学問的習熟 (       ) と能力 (          ),
②市民としての気づきや目的意識の自覚 (                       ) の２種類の要件
によって構成される (                  ‒  )｡
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表３ 市民マインドを形成した学生 (Civic‒Minded Graduate) モデル
資質の領域 具体的な能力
市民としての知識              ・純粋な学問的知識を超えるもの (                             )
・社会貢献機会に対する十分な知識 (                             )
・現代の社会問題にかんする十分な知識 (                                 )
市民としての技法          ・コミュニケーションとリスニングの能力 (                     )
・多様性への理解 (       )
・コンセンサス構築 (                )
市民としての気質, 態度               ・コミュニティに関与する重要性への理解 (                       )
・行動を起こすことへの自己効力感 (           )
・知識活用・応用に関する社会的責任感 (                      )
(資料)                 (    ) を訳出｡
  ) 経済学教育において正面から市民プロフェッショナリズムを論じたものはないが, サービスラーニン
グと経済学教育を関連付ける意義について論じたものとして, たとえばロペス (         ) がある｡
ところで, ボイトが市民プロフェッショナリズムという概念を用いて, 学術とシティズンシ
ップの関係を接続しようとした背景には, アメリカ社会と大学界の関係を巡る経緯が影響して
いる｡     年代以降のアメリカでは, 新自由主義政策の影響により, 大学の教育研究の民営化
が急速に進められた｡ 社会から大学に対しては, 産業界に貢献する研究開発の推進, 実用的な
知識生産の要請が急速に強まった｡ 同様に, 大学における人材育成についても ｢即戦力｣ 養成
の圧力が強まる中で, 専門家が社会を支えるという前提のもとで専門教育のカリキュラムが固
定化される傾向が進んだ｡ 市民プロフェッショナリズムは, 大学の専門主義化が進み, 大学と
社会の関係性が変容していくことに対するアンチテーゼとしての側面を持つ (                       ‒  )｡
ボイトは, ジョン・デューイ (          ), アルバート・ドズル (          ) らが
市民プロフェッショナリズムの概念を進化させたとした上で, ｢技術的側面を強調し, 市民に
代わって働く (           ) のが実践家 (          ) であるのに対して, 市民と共に





であり, 市民プロフェッショナリズムに必要な ｢学問的成熟｣ ｢市民的気づき｣ という２種類
の能力要件は, こうした背景により設定されている｡
ボイトの ｢市民と共に働く｣ という理念を具体的に実践している例として, ボイトの共同研




では, ｢市民プロフェッショナリズム｣ と廣江ゼミナールを, どのように接続できるか｡ ま




  ) 廣江彰, インタビュー (立教大学),     年７月  日｡
専門性の習熟と ｢気づき｣ に一定の因果関係が存在するとしている｡ 一方で廣江は, 学生たち
が ｢企画｣ を構想／実行する過程における指導において, 経済学理論を積極的に取り上げるこ




えられたシティズンシップを育成する意図が潜在していたのではないか｡ 実際, 廣江は, 経済
学の学問的習熟を起点とする人材像について, 以下のように述べる｡
｢アダム・スミス以来, 古典派経済学理論では人間という存在を合理的主体と理解してき
た｡ しかし, 人間には非合理的側面があり市場が万能に機能することはない｡ 大量生産, 大
量消費のメカニズムの中でオートマチックに富の形成や配分がなされる条件はより厳しくな
っており, これを打開するには, 市場のあり方, もっといえば人間どうしの取引や経済関係
の中でどのように ｢顔の見える関係｣ を再構築していくかという視点が欠かせない｡ これを
｢次の市場経済｣ という視点で捉えるなら, 個人が社会との接点を自ら意味化する能力が求
められる｡ 言い換えれば, 社会との接点が皆無になれば, それは人間の存在ではなくなって
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表４ ｢市民プロフェッショナリズム｣ の中心原則                                                    あらゆる個人の問題を公共的な問題としてみること｡ ｢私の問題｣と ｢私たちの問題｣ というように｡                                       はじめに, 家族やコミュニティの資源に注目すること｡                                                            家族やコミュニティをプロデューサーとしてみること｡ 決して,顧客や消費者ではない｡                                                     専門家を市民, パートナーとしてみること｡ 決して, 単なるサービス提供者ではない｡                                                       市民にプログラムを運営させること｡ プログラムが市民にサービスを施すのではない｡                                           一つ一つの取り組みが, 地域文化を反映していることを認識すること｡                             リーダーを育てること｡ そうすれば, より多くのリーダーが生ま
れる｡                             あらゆる意思決定を民主的に行うこと｡                          行動に入る前に, 深く考えること｡                                          大きく発想して, 実践的に動くこと｡ そして, あなたの最もよい部分を輝かせること｡
(資料)              (    ),     を訳出｡
  ) 廣江彰, インタビュー (立教大学),     年７月  日｡
しまうともいえる｡ こうした ｢社会から期待される, 求められる人間｣ という視点は新しい
ものではない｡ これについて, 生産サイドからは,     年に     および    により発表
された                       にはじまり, チャールズ・ランドリーによる ｢創
造都市論｣ に代表される  世紀初頭のイノベーション論において個人や企業のあり方が議論













理解できる｡ このように考えると, 経済学的態度を内在するシティズンシップとして ｢社会と
向き合う力｣ を捉えることができよう｡








  ) 廣江彰, インタビュー (立教大学),     年７月  日｡  ) なお, わが国でも通商産業省 (    ) がこれに符合する議論を展開しており, のちに産学連携によ
るイノベーション政策へと発展していった｡  ) 例えば, こうした主張を展開する大学および研究者コンソーシアムとして              
がある (                      )｡
を帯びていることを論じてきた｡ そして, 多様なシティズンシップ教育にあって, 特に廣江が
指向した方向に符合するのが, ボイトが提唱するパブリック・ワーク概念にもとづく創造性や
恊働性を備えた人材育成であることを主張した｡
民主主義社会の再興を担う教育というボイトの理念に対して, 廣江は ｢アジア, 世界の中で







か｣ という論点が中心であった｡ しかし, シティズンシップを ｢どのように定着させるか｣ と
いう議論は十分に行われてきたとはいえない｡ その中心的論点となるのは市民的関与の問題で
・・
ある｡ ｢社会にどのように関与すべきか｣ という市民的態度の問題であり, この ｢態度｣ の定
着に向けたトリガーとしての ｢気づき｣ の問題である｡ 市民的態度の内面化に向けた気づきを
促す過程が学習の中に存在すると仮定するならば, これを明らかにすることでシティズンシッ
プの獲得過程を具体的に確認することができるはずである｡
廣江は ｢社会と向き合う力｣ を習得したかどうかの基準として, ｢企画｣ の実行過程におい
て ｢                      という体験｣ つまり自己変容の感覚を学生が自覚したどう
かを挙げる (廣江         )｡ ｢実行｣ 中心の手法によって学生が社会との接点を自主的に創
り, 実社会との様々な主体との応答関係や同化関係の形成を繰り返す中で, ボイトのいう自己
関心に相当する ｢好奇心｣ や ｢こころざし｣ の存在に気づくことを, 廣江は ｢自分の中で何か
が変わった｣ と表現しているものと考える｡
本章では, これを気づきのトリガーとして捉え, 廣江ゼミナールの学生が, シティズンシッ





実行する点に特性を持つ｡ フィールドでの経験を通じて学生が ｢気づき｣ を獲得していく過程
については, デービッド・コルブ (           ) の ｢経験学習サイクル｣  ) モデルが有
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  ) コルブの ｢経験学習サイクル｣ は, ｢具体的経験｣, ｢省察的観察｣, ｢抽象概念化｣, ｢実践的行動｣
の４要素を過程化することで, 経験が行動を生み出し, その行動が新たな経験を積むという循環によ





図５のように示す (岩崎, 高野    )｡ このサイクルは４段階から構成され, その特徴は, 学
習者および地域社会の関係者が当該地域社会を取り巻く諸事象の因果関係を掘り下げていくこ
とで, 学習者の学びを深めると同時に, 地域社会の独自性を新たに紡ぎ出す点にある (岩崎,
高野           ‒   )｡
このモデルでは, 学習者は２段階の ｢気づき｣ を獲得し, そこから構想される ｢活動｣ (例
えば学習者と地域住民が一体となった地元学を基点とする環境保全プロジェクトなど) を通じ
て, さらに当該地域社会に関与することで, 地域社会における人間関係の変化や地域資源の活
用をめぐる視点や方法論の刷新, すなわち ｢構造としての場｣ の変容を実現していく｡ こうし
た場所性を帯びた学習とそれに起因する地域社会への関与を指して, 岩崎は ｢場の教育｣ と称
する｡
岩崎は, 地域産品を用いた商品開発やキャラクター開発等にみられる資源発掘型の地域活性
化論 (良い資源がある, それを市場化すればよいという ｢認識論｣) をやや批判的にみながら,
｢場の教育｣ モデルを地域住民のエンパワメントや地域社会組織の組み直しといった自律と結
び付く地域活性化モデルとして提唱する (岩崎, 高野           ‒   )｡
このモデルで特に重要となるのが, 二度目の ｢気づき｣ すなわち ｢事象の自分事化｣ という
過程の存在である｡ この ｢事象の自分事化｣ について岩崎は詳細に述べていないが, これが
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(資料) 岩崎, 高野 (          ) を一部加工｡
図５ ｢場の教育｣ モデルにおける学習サイクル
って絶えず学習が継続するというモデルである (        )｡
｢活動｣ を発動させるトリガーとなっている点で, ｢事象の自分事化｣ と地域社会の変容は対応
関係にある  )｡ 以下では, この理解を前提に, 廣江ゼミナールの実践と ｢場の教育｣ モデルの
間にどのような共通項を取り出せるか考察する  )｡
かつて廣江は, 図６のとおり, 大学と地域社会の関係深化にかんする概念を提起した  )｡ そ





筆者は, この ｢働きかけ｣ と岩崎の二度目の ｢気づき｣ (事象の自分事化) との関連性に注
目する｡ 地域社会に対して能動的に入り込み, ある種の課題認識, 目標設定について当事者た
ちを巻き込む行動の態様である｡ これには, 地域住民との調整など膨大な労力とともに, とき
に自己の内面的葛藤を伴うものである｡ しかし, その過程を経た先に, 一見すると自分と利害
関係のなかった公共的課題を顕在化させ, その改善・解決等に学生自身が当事者として関与す
るという自己決定が可能となる｡
｢場の教育｣ モデルにいう ｢社会事象の自分事化｣ と同様, 廣江ゼミナールが学生に求める
のは, こうした ｢働きかけ｣ により地域社会の中に当事者性を自覚することではないだろうか｡
そうであるならば, 廣江が学生に求めた ｢実行｣ の本質は, 経験的学習を通じて ｢自分の中で
何かが変わった｣ という自覚をトリガーとして, ｢社会と向き合う｣ という市民的態度の存在
を自己の中に形成することであったと理解することができよう｡
(3) ケース考察：2006年度企画 ｢まちへの想い｣
ここでは, 学生による地域社会への働きかけによる公共的課題の ｢自分事化｣ 過程に着目し
て, 第２章にみた廣江ゼミナールの ｢企画｣ を改めて考察する｡ 具体的には, 学生が主体的に
立教経済学研究 第  巻 第３号     年  
  ) 自分と直接的な利害関係のない社会事象を, 当該利害関係者との人間関係を通じて, 市民としての
自己の関心へと昇華していくモデルとして, ボイトの              モデル (藤枝    ) や栗原彬
｢存在の現れ｣ モデル (栗原    ) が参考になる｡  ) もともと岩崎モデルは, ｢土地に根ざす学び｣ として農山村地域におけるフィールド教育を想定し
たモデルである｡ 廣江ゼミナールのフィールドは ｢東京圏｣ であり, 一般的にその特性は農山村地域
のそれとは大きく異なると考えられる｡ しかし, 特定のコミュニティにおける資源, 事象を巡る ｢場｣
としての特性は, 仮に農山村地域を ｢閉鎖系｣, 大都市部を ｢開放系｣ と見做したとしても, なお共
通する点が多く, むしろ静的な ｢場｣ としてみた方が, 学生がどのようなダイナミズムを地域社会に
持ち込めるのか, さらにはその中で学生がどのような成長を遂げることができるのか, という点から
考察する点では意義が多いと考える｡  ) このモデルは, 文部科学省現代   (    年度) の申請において, 廣江が立教大学の申請責任者を
務めた際に概念化したものである｡
地域課題を掘り起こし, 実行に結び付けた ｢第２期 (    ‒    )｣ のうち,     年度企画 ｢ま
ちへの想い｣ プロジェクト (以下, ｢まちへの想い｣ とする) を取り上げ, 学生によるプロジ
ェクト報告書  ) (以下, ｢報告書｣ とする) にもとづいて考察する｡
この ｢まちへの想い｣ は, 歴史的経緯によって形成された池袋界隈に対するネガティブなイ
メージが存在すること, 一方でそこで生活する者が持つ好意的イメージが存在していることに
着目し, これを反転させることで新たな地域社会の活力を創り出せないかとの問題意識から構
想された｡ ｢まちへの想い｣ には以下の目的が設定されており, この中で ｢多くの人と一緒に
池袋の魅力を再確認・再認識したい｣ とあり, 市民参加型の ｢企画｣ であることが明示されて
いる｡
立教大学経済学部廣江ゼミナールにみるシティズンシップの育成   




＜写真展 ｢まちへの想い｣ が目指すもの ＞
私達廣江ゼミナールは, ｢東京的ビジネスの研究｣ というテーマを掲げ, まちづくりにつ
いて学んでいます｡ 私達は, 池袋はマイナスイメージを持たれがちだけれど本当にそうなの




考え, 多くの人と一緒に池袋の魅力を再確認・再認識したい, という思いから 『まちへの想
・・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・・・ ・・・・・




｢まちへの想い｣ では, その実行モデルとして, イギリスの都市計画家チャールズ・ランド
リーによる創造都市論を理論的基盤に置く ｢プラスを知らせるロジック｣ を構築している (図
７)｡ このモデルは５つのステップから構成されるが, いわば地域社会の資源認識 (    １)
および地域社会と個人の関係性の認識 (    ２,     ３) を廣江ゼミナールが誘発し, 個人
発の行動喚起 (    ４     ５) へと展開することを意図している｡ このモデルと ｢場の教育｣
は, それぞれ資源認識と ｢気づき１｣, 関係性認識と ｢気づき２｣, 行動喚起と ｢活動｣ という
対応関係としてみることができる｡ 以下では, このモデルがどのように実践されたか確認する
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(資料) 立教大学経済学部廣江ゼミナール    年度 ｢『まちへの想い』 プロジェクト実施報告書｣｡
図７ プロジェクト実行のためのロジック・モデル
ために, ｢まちへの想い｣ のメイン・プロジェクト ｢    いろんな人の目になろう｣ および
｢              ｣ を取り上げる｡
( ) 地域社会の資源認識
｢    いろんな人の目になろう｣ は, 池袋地域の地元住民, 就労・就学者等が ｢まちの好
きなところやいいところ｣ を撮影した約    枚の写真による写真展である｡ 富士フイルムイ
メージング社の協賛により, 学生がレンズ付きフィルム   台を地域住民等に無償配布した上
で撮影依頼を行い, 後日回収した写真を立教大学構内に展示した｡ また, 展示写真を編集した
写真集を制作した｡
この写真展の意図は, 散在あるいは普段見過ごされている地域内の日常風景を一つの資源と
捉え, それに働きかけていくことにある｡ これは, ｢場の教育｣ モデルにおける ｢諸事象間の
価値化 (気づき１)｣ に相当する営為として捉えられる｡
( ) 地域社会との関係性認識




また, もう一つのプロジェクト ｢              ｣ では, 上記 ｢    ｣ において
写真機の配布を受けた撮影者数名を, 学生が追跡撮影し, 撮影者の意図や行動を動画映像化し
た｡ この映像は上記写真展とあわせて上映され, そこでは池袋に関わる多様な人々の ｢想い｣
を顕在化させることにテーマが置かれた (報告書     ‒  )｡
写真展にとどまらず, こうしたワークショップや映像制作を行うことで, 地域資源としての日
常生活, 文化, 仕事, そして人々にかんする情報や想いのネットワーク化が図られるのである｡
( ) 個人発の行動喚起
このようにみると, ｢まちへの想い｣ は, 廣江ゼミナールの学生が地域社会の多様な主体に
働きかけ, 地域の諸事象と彼 (女) らとの関係性の発見および共有を通じて, それぞれに ｢活
動｣ への自覚を促す試みであった｡ ｢場の教育｣ は, ｢活動｣ を誘発するための条件として連帯
の意識や感覚を要請する (岩崎, 高野          )｡ 廣江ゼミナールが ｢まちへの想い｣ を通
じて創出したのは, 地域資源の商品化・市場化ではなく, 地域社会における連帯感覚であった｡




それと同時に, ｢まちへの想い｣ の過程は, それまで地域社会における利害関係の外側にい
た学生自身が, 池袋の地域資源を住民本位で顕在化させるという公共的課題を発見し, その課
題自体を ｢自分事化｣ する過程でもあった｡ 報告書は, ｢私達は 『人がまちを魅力的に, まち
が人を魅了する』, そんな人とまちの関係性を目指します｡ そのきっかけがこの企画で達成さ
れました｡ あとはまちがどう答えるかです｣ (報告書    ) と結び, 一見すると自らをその当
事者から外しているように読み取ることもできる｡ しかし, その ｢きっかけ｣ の創造を通じて,






価を受けてきた｡ そして, その見方の多くは ｢エンプロイアビリティ｣ の視点から捉えたもの









ると曖昧にされてきた｡ 本稿で取り上げた ｢社会と向き合う力｣ にみられるようなシティズン
シップ教育の視点には, 今後この分野の教育実践について参考にすべき点が多く含まれている｡
以下では, 本稿の締めくくりとして, 本稿で明らかにした諸点を整理しながら, シティズンシ
ップ教育の観点から今後の大学教育に向けていくつかの提言を示したい｡
( ) ｢シティズンシップ｣ の学習成果への落とし込み
本稿では, 廣江が学習成果として掲げた ｢社会と向き合う力｣ について, シティズンシップ
とりわけボイトによる ｢パブリック・ワーク｣ や ｢市民プロフェッショナリズム｣ との対比の
中で, その特性を明らかにした｡ 本稿での考察にもとづいて, この ｢社会と向き合う力｣ を改
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めて定義するならば, それは ｢現実社会の事象に立ち会った時に, そこに存在する他者と関係
を構築し, 主体的に公共的な役割を見出した上で実行する能力であり, その役割を通じて社会
に参加／関与しようとする責任感覚および態度｣ と理解される｡ そして, この能力は, 論理総
合力, ときに経済学の専門知識や技能をも基盤として, 地域社会に生活する他者への ｢働きか
け｣ による自己変容体験を通じてはじめて醸成されるものである｡
近年の大学教育にあって, 教育目標および学習成果の明文化や公表は, 社会的要請として各












脳をもって変動する経済社会に対応できる, 自立的な思考能力をもった人材｣ を掲げ, そのた
めの学習成果として, 専門的知識と教養, 経済現象の歴史的・理論的考察力, 現実問題の発見
・分析・解決能力, データ分析・情報処理, そしてキャリア設計力を挙げる  )｡



















その基盤となる ｢自己関心｣ である｡ 廣江は, これらを学生自身が自ら獲得できるよう, 一見
無味乾燥な事象から地域社会の課題や可能性を発見し, これを自分の問題として地域社会に
｢働きかける｣ 意識の自覚を促した｡ 廣江ゼミナールが取り組んできた ｢企画｣ にはこの過程
を読み取ることができ, それは ｢場の教育｣ における ｢気づき｣ の過程にも当てはまるもので
ある｡ 学生と社会の接点を織り込んだ, 場所性を前提とした教育の根底には, 大学と地域社会
の関係性に対する廣江の思想や, 廣江ゼミナールが掲げる公共性の理念が根付いている｡
大学教育においてシティズンシップ教育を正面から取り上げる事例は多くない｡ しかし, 市




域社会の中に身を置き, 様々な社会事象を ｢自分事化｣ するような ｢気づき｣ そして態度の定
着を促すような学習が実践されることは効果的なアプローチである  )｡ 地域社会と連携した教
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